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研究成果の概要（和文）：本研究は、製紙業産業集積でのセルロースナノファイバー（CNF）実用化の取組みと
その困難性を事例に、旧産業地域の産業構造転換を図る支援策を探索した。CNFの研究開発面では大都市圏を中
心に、大企業や学術研究機関が中心になっている反面、非大都市圏の産業集積内での研究開発の取組みは進んで
いない。製紙業の産業集積地域である富士地域では、マッチングやセミナーなどの支援策がCNFに関わる情報入
手や技術理解に繋がるものとして評価される。一方、人材面や資金面、技術的なハードルなどを背景に、実用化
の進展には困難さを抱えている。構造転換を図る上では、今後地域企業の技術支援や設備投資を促す支援策が求
められる。

研究成果の概要（英文）：This study explored support measures for restructuring the industrial 
structure of old industrial areas by examining efforts to commercialize cellulose nanofibers (CNF) 
and difficulties involved in the paper cluster. While CNF research and development in Japan has been
 primarily led by large corporations and academic research institutions in metropolitan areas, 
efforts in non-metropolitan industrial clusters have not progressed significantly. In the case study
 of the paper industry cluster in the Fuji region, support measures such as matching and seminars 
have been evaluated as effective in facilitating access to knowledge and understanding of 
CNF-related technologies. However, practical application faces challenges due to factors such as 
human resource shortages, funding constraints, and technical barriers. To facilitate structural 
transformation, support measures that encourage regional companies to invest in technical assistance
 and equipment are required.

研究分野：経済地理学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、これまで議論の少なかった東アジア型の産業構造転換やその困難性を論じた。製紙業はデジタル化の
進展などによる需要の低迷が続くため、集積地域ではその構造転換が求められる。構造転換を図る策として、新
素材の生産や利活用が挙げられるが、現実には既存の産業の生産からの脱却や技術水準への対応、実用化に向け
た設備・人材投資が重要になる。産業集積内の中小企業では、これらの対応が困難な状況に置かれており、その
対応をどのように図るかが重要になる。そのため、進化経済地理学でのロックイン等の議論に加えて、地域イノ
ベーションシステムや支援政策をめぐるスケールといった地理学からの概念を深化させることが重要になる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 グローバルな競争や技術開発をめぐって国家よりも狭い空間範囲をもとにした地域でのイノ
ベーションの役割が注目されている．しかし，現実には非大都市圏を中心とした地域での新産業
創出は容易なものではない．特に，低迷・衰退する製造業が地域産業の中核となる旧産業地域で
の再生に関しては，個別企業の努力だけでなく，行政や公設試験研究機関等の連携や支援ととも
に，従来の産業で培った技術や製品を地域として新産業や製品に応用できるかが浮沈の鍵とな
る．こうした製品の移行や研究開発の強化といった策の重要性に対して，進化経済地理学をめぐ
る諸概念の必要性は高まりつつある．しかし，その中で産業構造の転換を阻害する要因やその解
決を促す方策については，十分な議論が行われていない．加えて，日本の非大都市圏の産業再生
をめぐる議論は，研究開発や本社機能の少なさなどの状況を踏まえて，政策的支援のあり方や公
設試験研究機関の役割などに関する議論を接合することが必要になる． 
 
２．研究の目的 
 本研究では，非大都市圏を中心とした成熟産業を中心とした産業集積での，産業構造転換にむ
けた新製品の開発・実用化とその定着を阻む要因を解明するとともに，地域企業や大学，産業支
援機関等の共同研究による連携と，地方自治体による政策的支援が果たす役割を実証する．その
上で，旧産業地域の産業構造の転換を図る上での，阻害要因の除去や産業支援や研究開発をめぐ
るネットワークの重要性について展望することを目的に実施する． 
 事例として，非大都市圏における製紙業産業集積地域における，セルロースナノファイバー
（CNF）の実用化・製品化をめぐる動きについて着目する．製紙業は，日本において非大都市圏
を中心とした生産体制が戦後長らく構築されてきたが，長引く経済低成長やデジタル端末の普
及，企業合併などの業界の再編成を受けて，生産量が長期的に減少傾向にある．こうした中で，
軽量・強度・環境負荷などの点で利点を持つ CNFについて，製紙業の産業集積地域で取り組む
動きがみられる．こうした中での実用化をめぐる，産業集積地域としての取り組みとして静岡県
富士地域を中心に取り扱いながら検討していく． 
 
３．研究の方法 
 研究を進める上では，大きく(1)製紙業動向をめぐる長期的な動きと製紙業界における CNF 研
究開発と実用化の全国的な動向の把握，および富士地域の位置づけに関する検討，(2)富士地域
における CNF 実用化をめぐる動向とそれに対する産業支援の動向，を中心にして産業構造の転
換の状況を実証した．その上で，旧産業地域をめぐる進化経済地理学上の概念（ロックイン，経
路依存性，経路創造）や地域イノベーションシステムをめぐる日本・海外の理論的動向を踏まえ
ながら，産業構造の転換を阻害する要因に関する議論や，地域的な産業支援のあり方について検
討を進める． 
 研究を進めるにあたって，(1)については，日本製紙連合会の発行する統計類（紙・板紙統計
年報）や，製紙業界の専門書籍・雑誌などの情報を元にした成果の把握を進める．特に，CNF の
研究開発については，紙パルプ技術協会『紙パ技協誌』における特許等の掲載情報のうち，ナノ
セルロースに関連する技術を中心に扱う．(2)については，富士市を中心とした自治体が発行す
る資料や統計類，各種計画や財政資料と合わせて，関係する主体への聞取り調査や，専門書籍・
雑誌などに掲載されている記事などをもとに，生産の動向に関する把握を試みた． 
 
４．研究成果 
(1) 製紙業の長期的な動向と製紙業界における CNF 研究開発動向 
 製紙業においては，1990 年代以降に企業合併等を中心とした再編と生産量縮小への対応が進
められている（佐藤・瀬川 2018）．2020 年代以降も，生産量減少は続いており，大手企業を中心
にして，生産コストが高く需要低迷が続く分野（特に，新聞巻取紙や印刷用紙）では工場縮小や
閉鎖などが続いている．一方，各社の主力工場であっても，堅調な需要がある衛生用紙や段ボー
ル原紙の生産へのシフトをする動きがみられる．こうした中で，大手企業は特に衛生用紙を中心
に，従来資本関係のなかった中小メーカーの生産子会社化や業務提携を進める動きがみられる. 
 一方で，CNF の研究開発や実用化に向けた動きは，製紙業界はいち早く対応を始めた．特に大
手企業を中心にして，研究開発や量産化が図られているが，この拠点としては研究開発機能を持
つ拠点や，パルプ生産設備がある工場などを拠点にしている. 
 こうした中で，本格的な実用化が進められつつある 2010 年代以降 CNF 関連（セルロース技術，
ナノファイバー関連など）の研究開発動向を，『紙パ技協誌』の各号に掲載されている特許公報，
公表特許公報，公開特許公報の情報をもとに把握を試みた．その結果，CNF の研究開発を都道府
県単位で確認した際（図１）には，特に東京都を中心にした大都市圏の大企業が中心となってい
る．化学などの他業種を含めた参入が進む一方で，製紙業界では大手企業を中心にして研究開発
が進められる動きがみられるが，中央研究所などの研究開発機能をもつ拠点が中心になってい



る．反面，紙製造を行う非大都市圏の拠点での
研究開発は，本社機能を置く一部の企業を除け
ば限定的なものとなっている.また，中小企業
では特殊紙などのメーカーを除けば，研究開発
自体が必ずしも十分進んでいない状況にある
とみられる． 
 一方で，数は限定されるものの，CNF および
関連した研究開発として，非大都市圏では大学
や公設試験研究機関や大学が中心的な役割を
果たしていることが示される.植物繊維を専門
とする研究者や機関が先導的な役割を担って
いるとみられる一方で，地場の中小企業などを
中心にしてCNFの研究開発への取組みはほとん
どみられない. 
 CNF 自体も，製造コストの低減化や量産化方
法の確立等も含めて，実用化や製品化の取組み
は 2020 年代に入っても実証実験や先行的な試
作品量産化が中心となっている．その中で，紙
以外への応用や販路拡大を図るための，製紙業
の産業集積の量産製品への応用は中途の状況
にあるといえる． 
 
 
 
(2) 富士地域における CNF 実用化の動向と産業支援の動き 
 富士地域は，関連する機械や薬品，運輸業なども含めて製紙業の産業集積地域として戦後成長
してきた．しかし，2000 年代以降紙需要の低迷や製紙業界の再編，他地域と比較した製造コス
トの高さなどを背景に，衛生用紙を除き生産量は減少傾向にあるとともに，地場の中小企業の廃
業や域内有力メーカーへの合併，大手企業の系列化などが進んでいる．また，関連する産業でも，
紙生産減による廃業などを受け，企業数や従業員数が減少している． 
 こうした中で，富士市では 2010 年代より CNF の事業化を進めるための支援事業を開始してい
る．2019 年には,富士市で CNF 関連産業推進構想を策定し，他地域の CNF 実用化を目指す研究会
や推進協議会との情報交換を進めつつも，実用化に向けた CNF の理解促進，CNF に関連した技
術・設備・資金的支援，地域産業のネットワーク拠点の整備，事業化推進等を軸とした構想を打
ち出している．こうした中で，富士市では 2010 年代に開始されたサンプルの配布などの事業に
加えて，CNF 関連のマッチング会や研究開発者などを交えたセミナー，地元の製紙業界の若手経
営者等を交えた産業推進懇話会の開催，オープンイノベーション促進,関連拠点活動事業などの
促進といった支援策を実施している．CNF 関連に対する富士市の財政的支援は，2015 年度には数
百万円程度であったが，2023 年度には 2000 万円強にまで増加している.こうした支援策につい
ては，富士地域の製紙関連の企業においても，概ね評価されている．また，地場企業による CNF
を利用した紙製品の販売や，樹脂関連原料や機能性化粧品などの製品化についても，一部で進ん
でいる． 
 CNF を活かした製品化において，愛媛県などの他の CNF 研究開発を実施する地域と比較して，
富士地域は優位性を持っていると考えられる．しかし，現実には製紙業から CNF を中心とした産
業構造の転換は，富士地域では中途段階にある．この背景として，企業側における CNF を活かし
た実用化に向けた産業間の関連性の低さや CNF 技術への対応の困難性があることが示される．
富士地域の製紙業では，2000 年代以降企業再編や需要の低迷などを背景に集積の縮小化が進ん
でいるが，その中で操業を継続しているのは古紙などを利用した衛生用紙の生産とそれに対応
する製紙用機械メーカーが中心となっている．こうした中で，CNF への関心はあるものの，衛生
用紙を中心とした生産体制への対応や製品化の継続に加えて，CNF 原料のコストと製品の採算性，
実験や試作などの設備面の確保，試作製品の性能評価試験の実施，量産化や製品の採算性といっ
た点が集積内の企業が CNF を活かした製品化に参入する上での障壁となっている．こうした要
因に加えて，中小の製紙業や関連機械メーカーでは，研究開発に対する企業内の人員や資金面の
難しさ，従来の製紙に求められる技術水準とナノレベルでの技術水準の相違といった点が，製品
化への取組みへとつながらない理由になっている． 
一方，富士市の施策や市内の公設試験研究機関による技術支援策などは，産業集積内の企業の新
規な取組みの支援策として評価されている箇所がある．また，県においても CNF 事業の実用化が
推進され，富士地域への重点的な取り組みがなされている．これらの点を踏まえれば産業集積に
おける構造転換を図る上では，技術水準への対応や研究開発への取組みを集積全体で進める必
要がある． 

図１ 2016～2018 年における CNF 関連の
研究開発主体とその立地 
（紙パ技協誌各号の情報により作成） 



 
(3) 本研究からの知見 
 以上のように，旧産業地域の構造転換を図る新業種への転換においては，富士地域は先駆的な
事例としての取組みを実施している．特に,その中でも地方自治体（市）のマッチングやセミナ
ー，懇話会や技術支援などは，新技術・新製品に対する中小企業の理解や情報入手を可能にする
点で有効性を持つことが示される．一方で，産業集積自体の構造転換と新技術・新商品開発を進
める上では，設備投資や人材育成面といった中小企業を中心とした壁を超える必要がある．製紙
業から CNF への転換の場合，ナノレベルに対応した製品開発や技術水準の向上，製紙業内のみな
らず他産業を中心とする川下側との連携が重要になるが，事例では，CNF 自体の量産化・製品化
の動きと合わせて，集積内の中小企業にはこうした取組みを行う資金的・人的余力がなく，製紙
業との取引の重要性が継続していることが，構造転換を困難にしているとみられる． 
 こうした旧産業地域の困難性を踏まえた際，地域イノベーションシステムの議論でみられる
ような，産業技術支援機関や大学のような機関による技術開発支援や，技術情報を集積外から集
積内に持ち込むような組織や，より大きな技術水準向上の投資を実施できる金融機関や行政機
関（都道府県）などが大きな役割を担うことが求められる．技術水準上，大手企業と中小企業と
の乖離がみられる製紙業の産業集積では，こうした機関が今後地域的なハブとしての役割を持
つことが期待される．また，ロックインや経路依存性等の進化経済地理学の概念と，地域イノベ
ーションシステムといった概念との接合において産業構造の変革を促すような主体に関する議
論や，産業支援や計画を策定するようなスケールに関する議論（佐藤 2022）の蓄積が，今後経
済地理学分野においては求められる．これらの議論は，ヨーロッパを中心にして行われているが，
東アジアにおける議論へと拡張する上でも，日本の旧産業地域の知見を理論化することが今後
求められることになる． 
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